
(証券コード 3045)
2026年11月９日

株 主 各 位
大阪府泉北郡忠岡町新浜２丁目９番10号

代表取締役社長 川 崎 久 典

第55回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第55回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げま

す。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェ

ブサイトに「第55回定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しておりま

す。

当社ウェブサイト https://www.kawasaki-corp.co.jp

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト （東証上場会社情報サービス)

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」

「縦覧書類/PR 情報」を順に選択の上、ご覧ください。

なお、当日ご出席されない場合は、書面又はインターネットにより議決権を行使するこ

とができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、後述

のご案内に従って2026年11月24日（火曜日）午後５時30分までに議決権を行使してくださ

いますようお願い申し上げます。

敬 具
記

1. 日 時 2026年11月25日（水曜日）午前10時 （受付開始：午前９時30分）

2. 場 所 大阪府泉北郡忠岡町新浜２丁目９番10号

当社 ６階ホール（カワサキプラザ）

3. 目 的 事 項

報 告 事 項 第55期（2025年９月１日から2026年８月31日まで）事業報告及び

計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 監査等委員以外の取締役３名選任の件

第２号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
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4.議決権行使についてのご案内
（1）書面による議決権行使の場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2026年11月24日
（火曜日）午後５時30分までに到着するようご返送ください。

（2）インターネットによる議決権行使の場合
インターネットにより議決権を行使される場合には、別添（３頁）の「インターネ
ットによる議決権行使のご案内」をご高覧の上、 2026年11月24日（火曜日）午後
５時30分までに行使してください。

（3）書面とインターネットにより、重複して議決権を行使された場合は、インターネッ
トによるものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネッ
トによって複数回数議決権を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決
権行使としてお取扱いいたします。

(4) 議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされ
たものとして取り扱わせていただきます。

以 上
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願

い申し上げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていた

だきます。
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インターネットによる議決権行使のご案内

インターネットにより議決権を行使される場合は、予め次の事項をご了承いただきますようお願い

申し上げます。

１．議決権行使ウェブサイトについて

インターネットによる議決権行使は、当社の指定する以下の議決権行使ウェブサイトをご利用いただ

くことによってのみ可能です。

議決権行使ウェブサイトアドレス https://www. w
ウェブ行使

eb54 .net

２．議決権行使の方法について

（１）パソコンをご利用の方

上記アドレスにアクセスいただき、同封の議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」及

び「パスワード」をご利用になり、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

（２）スマートフォンをご利用の方

同封の議決権行使書用紙に記載された「スマートフォン用議決権行使ウェブサイトログインQR コ

ード」を読み取りいただくことにより、「議決権行使コード」及び「パスワード」が入力不要のスマ

ートフォン用議決権行使ウェブサイトから議決権を行使できます。

なお、一度議決権を行使した後で行使内容を変更される場合には、再度QR コードを読み取り、議決

権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」及び「パスワード」を入力いただく必要があります。

３．議決権行使のお取扱いについて

（１）議決権の行使期限は、2026年11月24日（火曜日）午後５時30分までとなっておりますので、お早

めの行使をお願いいたします。

（２）書面とインターネットにより、重複して議決権を行使された場合は、インターネットによるもの

を有効な議決権行使としてお取扱いいたします。また、インターネットによって複数回数議決権

を行使された場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

（３）議決権行使ウェブサイトをご利用いただく際のプロバイダ及び通信事業者の料金（接続料金

等）は、株主様のご負担となります。

（４）パソコンやスマートフォンのインターネットのご利用環境等によっては、議決権行使ウェブサイ

トがご利用できない場合があります。

４．パスワード及び議決権行使コードのお取扱いについて

（１）パスワードは、ご投票される方が株主様ご本人であることを確認するための重要な情報です。印

鑑や暗証番号同様、大切にお取扱いください。

（２）パスワードは一定回数以上間違えると使用できなくなります。パスワードの再発行をご希望の場

合は、画面の案内に従ってお手続きください。

（３）議決権行使書用紙に記載されている議決権行使コードは、本総会に限り有効です。

― 3 ―



５．パソコン等の操作方法に関するお問い合わせ先について

（１）本サイトでの議決権行使に関するパソコン等の操作方法がご不明な場合は、下記にお問い合

わせください。

三井住友信託銀行 証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

［電話］ 0120（652）031 （受付時間 9:00～21:00 ）

（２）その他のご照会は、以下の問い合わせ先にお願いいたします。

ア．証券会社に口座をお持ちの株主様

証券会社に口座をお持ちの株主様は、お取引の証券会社あてにお問い合わせください。

イ．証券会社に口座のない株主様（特別口座の株主様）

三井住友信託銀行 証券代行部

［電話］ 0120（782）031 （受付時間 9:00～17:00 土・日・祝日及び12/31～1/3を除く）

以 上
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事 業 報 告

(2025年９月１日から
2026年８月31日まで)

Ⅰ. 会社の現況に関する事項

1. 事業の経過及びその成果

当事業年度における我が国経済は、雇用・所得環境の改善等を背景に緩やかな回復

基調で推移したものの、物価上昇の長期化による節約志向の高まりや人手不足の深刻

化に加え、米国の通商政策の動向や中国経済の減速懸念など、世界経済の不確実性も

依然として高く、先行き不透明な状況が続きました。

このような状況下、当社におきましては、服飾事業では営業活動の強化や自社ＥＣ

サイトの販売拡大に取り組み、賃貸・倉庫事業では安定した稼働を維持するとともに、

設備の付加価値向上等による収益性の改善に努めました。また、ホテル事業では、大

阪・関西万博の開催に伴う宿泊需要等を取り込む一方、人件費や食材価格等の上昇に

よるコスト負担への対応に取り組みました。

その結果、当事業年度の業績は、売上高2,307,749千円（前年同期比0.7％の増加）、

営業利益474,188千円（前年同期比8.1％の減少）、経常利益473,378千円（前年同期比

8.0％の減少）、当期純利益313,559千円（前年同期比7.3％の減少）となりました。

セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

（服飾事業）

当事業部門におきましては、営業活動の強化に努めたほか、自社ＥＣサイトの販売

拡大に取り組みました。自社ＥＣサイトにつきましては、株主優待制度の効果もあり

会員登録者数が増加し、販売が大きく伸長いたしました。一方、最低賃金の引上げに

伴う人件費の増加や原材料価格の上昇等によるコスト負担が続いたことから、販売価

格の見直し等を進め、収益性の改善に努めました。また、在庫評価損が前年同期に比

べ増加したことも損益に影響いたしました。

その結果、売上高は539,753千円（前年同期比0.3％の増加）、営業損失は19,417千円

（前年同期は19,117千円の営業損失）となりました。

（賃貸・倉庫事業）

当事業部門におきましては、安定したテナント稼働を維持するとともに、退去予定

であったテナントの継続利用や照明のＬＥＤ化など設備の付加価値向上に取り組み、

収益性の改善に努めました。また、新たに賃借契約した大阪府岸和田市木材町のヤー

ド用地につきましては、第４四半期より賃貸契約が開始され、当事業年度の収益に寄

与いたしました。

その結果、売上高は1,404,870千円（前年同期比0.2％の増加）、営業利益は555,964千

円（前年同期比5.6％の減少）となりました。
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（ホテル事業）

当事業部門におきましては、宿泊部門では、大阪・関西万博の開催に伴う来訪需要

等を背景に宿泊利用が堅調に推移し、売上高は前年同期を上回りました。一方、料飲

部門では、最低賃金の引上げに伴う人件費の増加や食材価格の上昇による売上原価の

増加が利益を圧迫しました。価格改定を実施したものの、顧客離れを抑制するため価

格転嫁を限定的に行ったことから、コスト増加分を十分に吸収するには至らず、営業

損失が拡大いたしました。

その結果、売上高は363,126千円（前年同期比3.5％の増加）となったものの、営業損

失は62,359千円（前年同期は53,611千円の営業損失）となりました。

2. 設備投資の状況
当事業年度中において実施した設備投資の総額は32,990千円であります。
（賃貸倉庫関連設備投資） 20,084千円
（ホテル関連設備投資） 12,906千円

3. 資金調達の状況
設備投資に必要な資金は、短期及び長期借入金により調達しております。

4. 対処すべき課題
当社は、持続的な成長と企業価値の向上を目指し、2027年度を初年度とする中

期経営計画を策定・公表しております。
本計画では、収益基盤の強化を重要な経営課題と位置付け、主力である賃貸倉

庫事業において、既存施設の安定稼働、収益性の向上及び新規倉庫の取得等を推
進してまいります。また、服飾事業における販売チャネルの強化や収益構造の改
善、ホテル事業の収益力向上にも取り組み、事業ポートフォリオ全体の最適化を
図ってまいります。

あわせて、投資計画と財務健全性のバランスを確保しながら、持続的な利益成
長と株主還元の充実を目指してまいります。

なお、中期経営計画の詳細につきましては、当社ウェブサイトに掲載しており
ますので、以下のQRコードよりご覧ください。

中期経営計画（株式会社カワサキ IR情報）
https://kawasaki-corp.co.jp/2926/
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5. 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

6. 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

7. 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

8. 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。

9. 財産及び損益の状況の推移

区 分
第52期

2022 年 ９ 月 １ 日 か ら
2023 年 ８ 月 31 日 ま で

第53期
2023 年 ９ 月 １ 日 か ら
2024 年 ８ 月 31 日 ま で

第54期
2024 年 ９ 月 １ 日 か ら
2025 年 ８ 月 31 日 ま で

第55期（当期）
2025 年 ９ 月 １ 日 か ら
2026 年 ８ 月 31 日 ま で

売 上 高 (千円) 1,748,052 2,182,874 2,291,251 2,307,749

経 常 利 益 (千円) 290,018 408,285 514,762 473,378

当期純利益 (千円) 205,130 293,445 338,186 313,559

１株当たり当期純利益 （円） 95.47 136.57 157.58 147.02

総 資 産 (千円) 7,560,912 8,122,237 8,058,568 7,887,116

純 資 産 (千円) 5,355,826 5,554,727 5,755,510 5,962,433

１株当たり純資産額（円） 2,492.54 2,585.11 2,698.65 2,795.67

10. 主要な支店
本社・新浜ＰＤセンター 大阪府泉北郡忠岡町新浜２丁目９番10号

大阪支店 大阪市中央区船場中央１丁目４番３－Ｂ108号

東京支店 東京都品川区西五反田７丁目21番11号

11. 主要な事業内容
（1）タオル、身の回り品の製造、売買及び輸出入業
（2）不動産の賃貸業
（3）営業倉庫業
（4）太陽光発電事業
（5）ホテル事業

12. 主要な借入先

借 入 先 借 入 金 残 高 (千円)

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 298,400

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 207,320

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 145,000

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 90,000
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13. 従業員の状況
従 業 員 数 前事業年度末比増減

59名 2名減

(注) 従業員数には臨時雇用者数（期中平均雇用人数22名）は含まれておりません。

14. 重要な親会社及び子会社
該当事項はありません。

15. その他会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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Ⅱ. 会社の状況に関する事項（2026年８月31日現在）
1. 会社の株式に関する事項
(1) 発行可能株式総数 11,400,000株

(2) 発行済株式の総数 2,132,740 株（自己株式768,260株を除く）
(3) 株主数 2,385名

(4) 大株主（上位10位）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株 式 会 社 Ｋ Ｗ Ｓ 861千株 40.43％

川 崎 貴 美 子 182千株 8.54％

川 崎 久 典 140千株 6.57％

光通信KK投資事業有限責任組合 129千株 6.09％

株式会社商工組合中央金庫 50千株 2.35％

川 崎 悟 48千株 2.27％

岩 切 雅 代 35千株 1.66％

関 谷 幸 平 30千株 1.44％

株 式 会 社 UH Partners 2 30千株 1.43％

光 通 信 株 式 会 社 29千株 1.36％

（注）当社は、自己株式768千株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。
また、持株比率は自己株式を控除して計算しております。

2. 新株予約権等に関する事項
該当事項はありません。
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3. 会社役員に関する事項

(1) 取締役の氏名等

地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

代表取締役社長 川 崎 久 典

取 締 役 片 岡 英 隆
営業統括、
東京支店長

取締役（監査等委員) 明 松 英 之 明松英之公認会計士事務所 代表

取締役（監査等委員) 逵 吉 隆 逵登記測量事務所 代表

取締役（監査等委員) 小 西 勝 エアーズ社会保険労務士法人 代表

（注）1.取締役（監査等委員）明松 英之氏、逵 吉隆氏及び小西 勝氏は、会社法第２条第15号に
定める社外取締役であり、東京証券取引所に独立役員として届け出ております。

2.取締役（監査等委員）明松 英之氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関
する相当程度の知見を有するものであります。

3.監査等委員会設置会社のもと、監査等委員会が主体となり内部統制システムを通じた組織
的な監査を実施しているため、必ずしも常勤者の選定を必要としないことから、常勤の監
査等委員を選定しておりません。

4.社外取締役の重要な兼職先と当社との間には、特別な関係はありません。

(2) 取締役の報酬等の額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
( 監 査 等 委 員 を 除 く )

２名 33,239千円

取締役（監査等委員 )
( う ち 社 外 取 締 役 )

３名
（ ３名)

4,800千円
( 4,800千円)

合 計 ５名 38,039千円

（注）1.取締役の支給額には使用人兼務取締役の使用人給与相当額は含まれておりません。
2.取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限度額の総額は年額80,000千円以内であ

り、2015年11月26日開催の第44回定時株主総会において決議しております。当該定時株主
総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く）の員数は２名です。

3.監査等委員である取締役の報酬限度額の総額は年額10,000千円以内であり、2015年11月
26日開催の第44回定時株主総会において決議しております。当該定時株主総会終結時点の
監査等委員である取締役の員数は３名です。

4.上記の支給額には、当事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額3,000千円（取締役（監
査等委員を除く)2,400千円、取締役（監査等委員）600千円）が含まれております。

5.当社では取締役の報酬は、固定報酬である基本報酬を支給しております。賞与並びに業績連
動指標に基づいてのみ算出される業績連動報酬は現時点ではありません。

(3)役員報酬等の額又はその算定方法に係る決定に関する事項
①取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針について
個々の取締役の報酬等の決定については、各職責を踏まえた適正な水準とす

ることを基本方針とし、2021年２月８日の取締役会において決定方針を決議い
たしました。
②決定方針の概要
当社の報酬の構成は、月例の固定金銭報酬のみとし、役位、職責、当社の業

績、他社水準も踏まえて、総合的に勘案して決定しております。
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個人別の取締役の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役社長
川崎久典氏にその具体的内容の決定を委任するものとし、代表取締役社長は、
当社の業績や従業員給与の水準等も踏まえ、株主総会で決議した報酬等の総額
の範囲内において、各取締役の職務の内容、職位、職責、実績、業績に対する
貢献度を考慮しながら、総合的に勘案して決定しております。権限を委任した
理由は、当社全体の業績を俯瞰しつつ各取締役の担当事業の評価を行うには代
表取締役が最も適しているからであります。
なお、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容は、取締役会にて審

議を経て承認されており、当該方針に沿うものであると取締役会が判断してお
ります。

(4) 社外役員に関する事項
①当事業年度における主な活動状況

区分 氏名 主な活動状況

社外取締役
(監査等委員)

明 松 英 之

当事業年度開催の取締役会13回のうち13回出席、監査等委
員会12回のうち12回出席し、主に公認会計士としての専門
的見地から、当社の監査基準の改定についての発言を行っ
ております。

社外取締役
(監査等委員)

逵 吉 隆

当事業年度開催の取締役会13回のうち12回出席、監査等委
員会12回のうち11回出席し、司法書士としての専門的見地
から、当社のコンプライアンス体制の構築・維持について
の発言を行っております。

社外取締役
(監査等委員)

小 西 勝
当事業年度開催の取締役会13回のうち13回出席、監査等委
員会12回のうち12回出席し、社会保険労務士としての専門
的見地から必要な意見の表明を行っております。

②責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役３名は、会社法第427条第１項及び当社定款の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を、その職務を行うにつき善意であり
かつ重大な過失がなかったときは、同法第425条に定める最低責任限度額に限
定する旨の契約を締結しております。
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4. 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

監査法人和宏事務所

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
当社が支払うべき報酬等の額 11,500千円
（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、上記報
酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。
2. 監査等委員会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携
に関する実務指針」を踏まえ、前期の監査実績の分析・評価、監査計画における監
査時間・配員計画、会計監査人の職務遂行状況、報酬見積りの相当性などを確認し、
検討した結果、会計監査人の報酬等の額につき会社法第399条第１項の同意を行って
おります。

(3) 非監査業務の内容
該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
当社では、会計監査人が、会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき監査等委員会が会計
監査人を解任することができます。
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Ⅲ. 会社の体制及び方針
1．業務の適正を確保するための体制の整備に関する事項

当社は、取締役会において、内部統制システム構築の基本方針について、下記の

とおり決議しております。

（1）当社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

①取締役は、業務の適法性、財務諸表の信頼性、コンプライアンスの確保等を達

成するため、法令及び定款を遵守するとともに「取締役会規程」、「監査等委員

会規程」、「業務分掌規程」、「職務権限規程」等の関連規程のもとに、その役割

及び責任を明確にする。取締役及び使用人は、全社、各部門の単位で、これら

の関連規程に服することを徹底する。

②取締役及び使用人が、法令、定款又は関連規程の違反行為を発見した場合は、

直ちに監査等委員会・取締役会に報告するなど、コンプライアンス体制を強化

する。

③内部監査室は、各部門の業務プロセス等を監査し、不正の発見・防止とプロセ

スの改善に努める。

（2）取締役の職務の執行に関する情報の保存及び管理に関する体制

取締役の業務執行に係る情報については、法令並びに社内規程の「文書管理

規程」に基づき適切に保存管理し、取締役、監査等委員がこれらの文書を閲覧

できるものとする。

（3）当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①取締役は、それぞれの担当部署において、業務執行に係る種々のリスクの評

価・識別・監視の重要性を認識し、適切なリスク管理体制を整備する。

②取締役営業統括は、社内規程の「与信管理規程」を充実整備し運用する。

③当社の経営に重大な影響を与えるリスクが発生又は発生が予測される場合は、

当該担当取締役は、直ちに代表取締役に報告する。代表取締役は必要に応じ代

表取締役を対策本部長とし、取締役営業統括及び管理担当取締役を副本部長と

する「リスク対策本部」を設置するとともに、顧問弁護士等を含む外部アドバ

イザーに相談し、損害の拡大を防止し損害を最小限に止める体制を整備する。

④内部監査室は、各部門におけるリスク管理状況も監査し、その結果を代表取締

役に報告する体制を整備する。

（4）当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する体制の基礎として、

取締役の職務執行権限と責任を明確にし、取締役会において取締役の業務執行

状況の監督を行う。

取締役会の決定に基づく業務執行に関しては、幹部社員で構成する経営会議

において業務執行責任を明確にする体制とする。
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（5）監査等委員会の職務を補助すべき使用人の取締役からの独立性及び当該使用人

に対する指示の実効性の確保に関する事項

監査等委員が職務を補助すべき使用人を必要とした場合、監査等委員の職務

を補助すべき使用人を置くものとする。

なお、監査等委員の職務を補助する使用人の人事異動及び評価については監

査等委員会の同意を得た上で決定することとし、取締役からの独立性を確保す

る。

（6）当社の取締役、監査等委員及び使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当

社の監査等委員に報告するための体制その他の当社の監査等委員への報告に関

する体制

監査等委員は、取締役会、経営会議、その他の重要な意思決定会議に出席

し、取締役及び使用人から重要事項の報告を求めるほか情報の交換を行う。ま

た前記にかかわらず監査等委員はいつでも必要に応じて、取締役及び使用人に

対して報告を求めることができる。

（7）監査等委員会へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱い

を受けないことを確保するための体制

情報提供者が不利益を被ることなく、違法や不適切な行為等を相談できるよ

うな経営陣から独立した窓口の設置等に努めてまいります。

（8）監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い、又は債務の処理に係る

方針に関する事項

業務遂行上、第三者の意見や視点が必要と判断される案件については、コン

サルタントや弁護士等の外部専門家を積極的に活用し、検討を行っています。

これらにより生じる費用は、当社が負担しています。

（9）その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①監査等委員は、代表取締役と定期的に、監査上の重要課題について意見交換を

行う。

②監査等委員は、内部監査室と緊密な連携を保つとともに、必要に応じて内部監

査室に調査を求める。

③監査等委員は、会計監査人と定期的に、情報の交換を行うとともに、必要に応

じて会計監査人に説明・報告を求める。
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2．業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

内部統制につきましては、内部統制システムの整備及び運用状況のモニタリング

を実施し、取締役会がその内容を確認しております。改訂した業務の適正を確保す

るための体制の運用につきましては、コンプライアンスの徹底、監査等委員への報

告に関する体制強化の観点から、取締役、監査等委員及び全ての従業員が情報共有

するとともに、重要なリスクについて経営のマネジメントサイドの中で統制し、リ

スクの低減を図っております。

3．剰余金の配当等の決定に関する方針

株主還元については、業績の動向、財務状況、今後の事業展開等を総合的かつ長

期的に勘案して、持続的かつ安定的な配当に努めてまいります。

当期の期末配当につきましては、2026年10月14日開催の当社取締役会において、

以下のとおり決議しております。

（1）配当財産の種類

金銭

（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき25円 総額53,318,500円

なお、中間配当金として１株につき25円お支払いいたしておりますので、

当期の年間配当金は１株につき50円となります。

（3）剰余金の配当が効力を生じる日

2026年11月26日

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

(注) 本事業報告中の記載金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
(2026年８月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

( 資 産 の 部 ) ( 負 債 の 部 )

流 動 資 産 1,162,477 流 動 負 債 644,123

現 金 及 び 預 金 697,941 買 掛 金 18,287

売 掛 金 46,509 １年内返済予定の長期借入金 271,920

営 業 未 収 入 金 6,306 未 払 金 49,775

商 品 及 び 製 品 311,050 未 払 費 用 36,757

原材料及び貯蔵品 35,149 未 払 法 人 税 等 87,222

前 払 費 用 48,757 未 払 消 費 税 等 30,781

そ の 他 16,965 前 受 金 143,267

貸 倒 引 当 金 △201 預 り 金 3,013

賞 与 引 当 金 1,480

そ の 他 1,616

固 定 資 産 6,724,638 固 定 負 債 1,280,559

有 形 固 定 資 産 6,197,161 長 期 借 入 金 468,800

建 物 3,228,587 役員退職慰労引当金 15,716

構 築 物 221,711 受 入 保 証 金 269,276

機 械 及 び 装 置 142,662 資 産 除 去 債 務 454,936

車 両 運 搬 具 6,988 繰 延 税 金 負 債 71,830

工具、器具及び備品 23,259

土 地 2,571,366 負 債 合 計 1,924,682

建 設 仮 勘 定 2,585 （純 資 産 の 部）
株 主 資 本 5,962,433

無 形 固 定 資 産 10,601 資 本 金 4,300

ソ フ ト ウ エ ア 4,850 資 本 剰 余 金 1,025,937

そ の 他 5,751 資 本 準 備 金 465,937

その他資本剰余金 560,000

投資その他の資産 516,875 利 益 剰 余 金 5,430,932

出 資 金 6,531 利 益 準 備 金 25,000

敷金及び保証金 510,344 その他利益剰余金 5,405,932

固定資産圧縮積立金 437,884
別 途 積 立 金 2,450,000
繰越利益剰余金 2,518,048

自 己 株 式 △498,736

純 資 産 合 計 5,962,433

資 産 合 計 7,887,116 負債・純資産合計 7,887,116

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

― 16 ―



損 益 計 算 書

(2025年９月１日から
2026年８月31日まで)

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高

製 品 売 上 高 539,753

賃 貸 事 業 収 入 1,404,870

ホ テ ル 売 上 高 363,126 2,307,749

売 上 原 価

製 品 売 上 原 価 317,450

賃 貸 事 業 原 価 724,453

ホ テ ル 売 上 原 価 235,800 1,277,704

売 上 総 利 益 1,030,045

販売費及び一般管理費 555,857

営 業 利 益 474,188

営 業 外 収 益

受 取 利 息 991

為 替 差 益 155

受 取 手 数 料 546

そ の 他 3,782 5,476

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6,280

そ の 他 5 6,285

経 常 利 益 473,378

税 引 前 当 期 純 利 益 473,378

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 188,107

法 人 税 等 調 整 額 △28,288

当 期 純 利 益 313,559

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(2025年９月１日から
2026年８月31日まで)

(単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他資
本剰余金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金

固定資産
圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

2025年９月１日残高 4,300 465,937 560,000 1,025,937 25,000 459,953 2,450,000 2,289,056

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の取崩 △22,069 22,069

剰 余 金 の 配 当 △106,637

当 期 純 利 益 313,559

事業年度中の変動額合計 － ー － ー ー △22,069 － 228,992

2026年８月31日残高 4,300 465,937 560,000 1,025,937 25,000 437,884 2,450,000 2,518,048

株主資本

純資産合計
利益剰余金合計 自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

2025年９月１日残高 5,224,009 △498,736 5,755,510 5,755,510

事業年度中の変動額

固定資産圧縮積立金の取崩

剰 余 金 の 配 当 △106,637 △106,637 △106,637

当 期 純 利 益 313,559 313,559 313,559

事業年度中の変動額合計 206,922 － 206,922 206,922

2026年８月31日残高 5,430,932 △498,736 5,962,433 5,962,433

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券

その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの

……決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全
部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

市場価格のない株式等……移動平均法による原価法

(2) 棚卸資産
商品及び製品……移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）

原材料及び貯蔵品……移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下
げの方法）

2. 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く） 定率法

但し、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設
備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附
属設備及び構築物については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ２～50年
機械装置及び運搬具 ４～17年
工具、器具及び備品 ２～20年

無形固定資産（リース資産を除く） 定額法
なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま
す。

3. 引当金の計上基準
(1) 貸 倒 引 当 金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。
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(2) 賞 与 引 当 金
従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度
に見合う分を計上しております。

(3) 役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく期末要
支給額を計上しております。

4. 収益及び費用の計上基準

当社は、服飾事業のほか、物流倉庫等の不動産の賃貸や倉庫の屋根を活用した

太陽光発電を行う賃貸・倉庫事業、ホテルレイクアルスターでの宿泊、料飲サー

ビスの提供を行うホテル事業を営んでおります。主な履行義務の内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は、以下のとおりで

あります。

服飾事業では、顧客との販売契約に基づいて商品を引き渡す履行義務を負って

おります。当該履行義務は、商品を引き渡す一時点において、顧客が当該商品に

対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益を認識しておりま

す。

賃貸・倉庫事業のうち不動産の賃貸については、「リース取引に関する会計基

準」（企業会計基準第13号 2007年3月30日。以下「リース会計基準」という。）等

に従い収益を認識しています。また、太陽光発電による電力の販売については、

発電した電気を顧客との契約において供給した時点で履行義務を充足したと判断

し、発電量に応じて契約に定められた金額に基づいて収益を認識しております。

ホテル事業においては、宿泊、宴会、レストラン及びこれらに附帯するサービ

スを顧客に提供しており、顧客サービスを提供した時点で履行義務が充足される

ことから、当該時点で収益を認識しております。

なお、取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な

金融要素は含まれておりません。

（会計上の見積りに関する注記）

（賃貸・倉庫事業に係る固定資産の減損）

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

賃貸・倉庫事業に係る有形固定資産 5,664,431千円

賃貸・倉庫事業に係る無形固定資産 676千円

(2)識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する事項

当社の賃貸・倉庫事業に係る固定資産の減損の兆候の有無を把握するにあた

り、各物件を独立したキャッシュ・フローを生み出す最小単位としてグルーピ

ングしております。

各資産グループの固定資産は、減損の兆候があると認められた場合には、資

産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿価額を比

較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。その結果、割引前

将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額を下回り減損損失の認識が必要と判
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断された場合、帳簿価額を回収可能価額（正味売却価額と使用価値のいずれか

高い方の金額）まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として計上します。

割引前将来キャッシュ・フローの見積りにおいては、翌事業年度の予算を基

礎として、各物件の稼働率、修繕等の計画を主要な仮定として織り込んでおり

ます。また、正味売却価額については、外部の専門家による不動産鑑定評価に

基づく評価額を利用しております。

これらの仮定は、経済環境の変化等によって影響を受ける可能性があり、主

要な仮定に見直しが必要となった場合には、翌事業年度の減損損失の認識の判

定及び測定される減損損失の金額に重要な影響を及ぼす可能性があります。

なお、当期の減損損失の計上はありません。

（貸借対照表に関する注記）

1． 有形固定資産の減価償却累計額 4,344,560千円

2． 担保に供している資産

建 物 321,241千円

構 築 物 990千円

土 地 1,981,725千円

合 計 2,303,957千円

上記に対応する債務

１年内返済予定の長期借入金 271,920千円

長期借入金 468,800千円

合 計 740,720千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）

1.当事業年度末における発行済株式の種類及び総数

普通株式 2,901,000株

2.自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 768,260 － － 768,260

3．配当に関する事項

(1)配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総
額（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2025 年 10 月 14 日
取 締 役 会

普通株式 53,318 25.00
2025年
８月31日

2025年
11月27日

2026 年 ４ 月 14 日
取 締 役 会

普通株式 53,318 25.00
2026年
２月28日

2026年
５月13日
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(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度とな

るもの

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の総
額（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2026 年 10 月 14 日
取 締 役 会

普通株式 利益剰余金 53,318 25.00
2026年
８月31日

2026年
11月26日

（税効果会計に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

棚卸資産評価損 7,346千円

賞与引当金 524千円

未払事業税 8,241千円

土地評価損 59,985千円

役員退職慰労引当金 5,563千円

資産除去債務 161,047千円

減価償却超過額 90,630千円

その他 1,034千円

小計 334,372千円

評価性引当額 △65,549千円

繰延税金資産合計 268,823千円

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △100,699千円

固定資産圧縮積立金 △239,955千円

繰延税金負債合計 △340,654千円

繰延税金負債純額 △71,830千円
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（金融商品に関する注記）

1. 金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取り組み方針

当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達し

ております。デリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリスク回避を目

的とし、仕入コストの安定化のために実施することとしており、投機的な取

引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにその管理体制

営業債権である売掛金及び営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されて

おります。当該リスクに関しては、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行

うとともに、回収遅延債権については、定期的に各担当役員へ報告され、個

別に把握及び対応を行う体制としております。

営業債務である買掛金は、ほとんどが１年以内の支払期日であります。一

部外貨建てのものについては、為替の変動リスクに晒されております。

長期借入金のうち、固定金利によるものについては、金利の変動リスクに

は晒されておりません。変動金利によるものについては、金利の変動リスク

を回避するため金利の状況を把握し、継続的に見直しをしております。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる

前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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2．金融商品の時価等に関する事項

2026年８月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。また、現金及び預金、売掛金、営業未収入金

並びに買掛金、未払金、未払法人税等及び未払消費税等は、短期間で決済さ

れるため、時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

貸借対照表計上額

（千円）

時価

（千円）

差額

（千円）

敷金及び保証金 510,344 238,465 △271,878

資産計 510,344 238,465 △271,878

長期借入金（※1） 740,720 717,757 △22,962

負債計 740,720 717,757 △22,962

（※1） １年内返済予定の長期借入金を含めて表示しております。

(注) １．金銭債権の決算日後の償還予定額

1年以内

（千円）

1年超5年以内

（千円）

5年超10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金 697,941 － － －

売掛金 46,509 － － －

営業未収入金 6,306 － － －

敷金及び保証金 － 3,932 86,860 419,552

合計 750,757 3,932 86,860 419,552

２．長期借入金の決算日後の返済予定額

1年以内

（千円）

1年超2年以内

（千円）

2年超3年以内

（千円）

3年超4年以内

（千円）

4年超5年以内

（千円）

5年超

（千円）

長期借入金 271,920 225,600 96,000 46,200 50,400 50,600
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３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場に

おいて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関

する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイ

ンプット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時

価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した

時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用してい

る場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのう

ち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類

しております。

(1）時価で貸借対照表に計上している金融商品

該当事項はありません。

(2）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 238,465 － 238,465

長期借入金 － 717,757 － 717,757

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

（資産）

（敷金及び保証金）

これらの時価については、返還予定時期を合理的に見積り将来キャッシュ・

フローを国債の利回りで割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類してお

ります。

（負債）

（長期借入金）

これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想

定される利率で割引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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（賃貸等不動産に関する注記）

賃貸等不動産の状況及び時価に関する事項

1. 賃貸等不動産の概要

当社は、大阪府において、賃貸用の倉庫（土地を含む）等を有しております。

2. 賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変動並びに決算

日における時価及び当該時価の算定方法
（単位：千円）

貸借対照表計上額
当事業年度末

における時価
当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

5,511,960 △210,802 5,301,158 5,884,672

（注）1．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
2. 時価の算定方法

当事業年度末における時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑
定評価書に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む。)であ
ります。

3. 賃貸等不動産に関する損益

当該賃貸等不動産に係る賃貸損益は、680,416千円であります。賃貸収益は売

上高に、賃貸費用は主に、減価償却費、租税公課等であり売上原価に計上され

ております。

（関連当事者との取引に関する注記）

該当事項はありません。
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（収益認識に関する注記）

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

報告セグメント
合 計

服飾事業
賃貸・倉庫

事業
ホテル事業

服飾雑貨 539,753 － － 539,753

太陽光発電 － 66,143 － 66,143

ホテル － － 363,126 363,126

その他 － 3,690 － 3,690

顧客との契約から
生じる収益

539,753 69,833 363,126 972,713

そ の 他 の 収 益
（注）

－ 1,335,036 － 1,335,036

外部顧客への売上
高

539,753 1,404,870 363,126 2,307,749

（注）その他の収益は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基
づく、賃貸収入等が含まれております。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「（重要な会計方針に係る事項に関す

る注記） ４．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）

1. １株当たり純資産額 2,795円 67銭

2. １株当たり当期純利益 147円 02銭
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（重要な後発事象に関する注記）

第三者割り当てによる第1回新株予約権及び第2回新株予約権の発行

当社は、2026年10月14日開催の取締役会において、第三者割当による新株予約権の

発行について決議いたしました。

１．本新株予約権の概要

（１） 割当日 2026年10月30日

（２） 発行新株予約権数 4,000個

本第１回新株予約権 2,000個

本第２回新株予約権 2,000個

（３） 発行価額 総額3,300,000円

（本第１回新株予約権１個につき1,071円、本第２
回新株予約権１個につき579円）

（４） 当該発行による

潜在株式数

400,000株（新株予約権１個につき100株）

本第１回新株予約権 200,000株

本第２回新株予約権 200,000株

（５） 調達資金の額 903,300,000円（差引手取概算額：868,960,000円）

（内訳）

本第１回新株予約権

新株予約権発行による調達額： 2,142,000円

新株予約権行使による調達額：400,000,000円

本第２回新株予約権

新株予約権発行による調達額： 1,158,000円

新株予約権行使による調達額：500,000,000円

差引手取概算額は、本新株予約権が全て行使価額で
行使された場合の調達金額を基礎とし、本新株予約
権の払込金額の総額に本新株予約権の行使に際して
出資される財産の価額を合算した額から、発行諸費
用の概算額を差し引いた金額です。そのため、本新
株予約権の行使期間中に行使が行われない場合、当
社が取得した本新株予約権を消却した場合及び行使
価額が調整された場合には、減少する可能性があり
ます。
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（６） 行使価額 本第１回新株予約権 2,000円

本第２回新株予約権 2,500円

（７） 募集又は割当方法

（割当予定先）

CVI Investments, Inc.に対して第三者割当の方法
によって行います。

（８） 新株予約権の行使

期間

2026年11月２日から2032年11月１日までとします。

（９） その他 本新株予約権に係る買取契約（以下「本新株予約権
買取契約」といいます。）において、以下の内容が
定められています。

上記割当予定先への割当てを予定する本新株予
約権の発行につ ては、下記事項を満たしてい
ること等を条件とする。

① 本新株予約権買取契約に定める当社の表明
保証が重要な点において正確であり、当社
が重要な誓約事項を遵守していること

② 本新株予約権の発行につき、差止命令等
がなされていないこと

③ 当社普通株式が上場廃止となっていない
こと

④ 当社について重大な悪影響となる事象が
生じていないこと

⑤ 当社が割当予定先に対し、当社に関する
未公表の重要事実を伝達していないこと

⑥ 本新株予約権に関する金融商品取引法に
基づく届出の効力が発生していること
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（２）調達する資金の具体的な使途

具体的な使途 金額（百
万円）

支出予定時期

Ⅰ 本第１回新株予約権

賃貸・倉庫事業における不動産開発及び設備投
資資金

（貝塚市二色町プロジェクトに係る物流施設の
建設及び関連設備等の整備資金）

381
2026年12月か
ら2028年８月

Ⅱ 本第２回新株予約権

賃貸・倉庫事業における不動産開発及び設備投
資資金

（貝塚市二色町プロジェクトに係る物流施設の
建設及び関連設備等の整備資金）

487
2026年12月か
ら2028年８月

合計 868
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書

2026年10月14日
株式会社カワサキ

取締役会 御中
監査法人和宏事務所
大阪府大阪市

代表社員
業務執行社員

公認会計士 平 岩 雅 司

業務執行社員 公認会計士 和 田 泰 史

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社カワサキの2025年９月１日

から2026年８月31日までの第55期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査
を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表
示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。

監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されて
いる。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表
監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の
倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を

作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備
及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査
法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるか
どうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があ
るかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に
は、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類

等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書
類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが
適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づい
て継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視する
ことにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬に

よる重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場
から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可
能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見
込まれる場合に、重要性があると判断される。監査人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心
を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスク

に対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さら
に、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、
監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に
関連する内部統制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上
の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手
した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して
重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認
められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な
不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に
基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性があ
る。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内
容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識

別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているそ
の他の事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を
遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を
除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセー
フガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は

ない。
以 上
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監査等委員会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2025年９月１日から2026年８月31日までの第55期事業年度における取締役の

職務の執行について監査いたしました。その方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

1. 監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決

議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び
使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
① 監査等委員会が定めた監査等委員会監査等基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従

い、会社の内部監査部門と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務
の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本
社及び重要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証する
とともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いた
しました。

2. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認
められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の遂行についても、指摘す
べき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人監査法人和宏事務所の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年10月20日
株式会社カワサキ 監査等委員会

監 査 等 委 員 明 松 英 之

監 査 等 委 員 逵 吉 隆

監 査 等 委 員 小 西 勝

(注)監査等委員明松英之、逵吉隆及び小西勝は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に規定
する社外取締役であります。

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案 監査等委員以外の取締役３名選任の件

監査等委員以外の取締役（以下、本議案において「取締役」といいます。）全員

（２名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、今後の

事業拡大のため１名増員して、取締役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案については、監査等委員会から全ての取締役候補者について適任

である旨の意見を得ております。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

１
川
か わ さ き

崎 久
ひ さ の り

典
(1973年１月29日)

1995年４月 中小企業金融公庫
（現㈱日本政策金融公庫）入庫

2000年４月 当社入社
2000年８月 オーアンドケイ㈱

代表取締役社長
2003年11月 当社取締役
2015年８月 当社退社
2019年10月 当社入社

当社社長室室長
2020年11月 当社取締役
2021年６月 当社代表取締役社長（現任）

現在に至る

140,000株

２
片
か た お か

岡 英
ひ で た か

隆
(1960年３月23日)

2015年２月 当社入社
2015年７月 当社東京支店長(現任）
2022年９月 当社営業部長

（現営業統括）（現任）
2022年11月 当社取締役（現任）

現在に至る

2,000株

３
川
か わ さ き お さ む

崎 治
(1945年７月18日)

1971年10月 当社設立
代表取締役社長

1974年10月 忠岡倉庫㈱設立
代表取締役社長

1994年３月 オーアンドケイ㈱設立
代表取締役社長

2003年10月 社会福祉法人レイクアルスター理事長
（現任）

2008年３月 ㈱リード代表取締役社長
2010年１月 ㈱ＫＷＳ設立

当社取締役（現任）
2021年６月 当社取締役退任

現在に至る

6,300株

（注）1.各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2.候補者番号3の川崎治氏は、当社の代表取締役社長を務めた経験を有しており、倉庫業に関
する豊富な知識と経験を有しております。これらの知識と経験を当社の経営に活かし、経営体
制のさらなる充実および当社の企業価値の向上に寄与することを期待しております。
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第２号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

法令に定める監査等委員である取締役の員数を欠くこととなる場合に備え、予

め補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。

補欠の監査等委員である取締役候補者は、次のとおりであります。

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する当
社株式の数

大
お お つ き

槻 信
の ぶ お

夫
(1972年２月８日)

1998年２月 ㈱エーアイテイー入社
2014年９月 愛特(香港)有限公司 董事（現任）
2017年１月 台湾愛意特国際物流股份有限公司

董事（現任）
2019年３月 日新運輸㈱ 取締役（現任）
2026年３月 日新運輸㈱ 代表取締役社長（現任）
2020年５月 ㈱エーアイテイー 取締役（現任）

現在に至る

0株

（注）1.補欠の監査等委員である取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2.大槻 信夫氏は補欠の社外取締役候補者であります。
3.大槻 信夫氏は㈱エーアイテイーでの取締役としての任務を通じて、貿易業務に関し、豊富な

経験と高度な知識を有していることから、それらを当社の監査業務に活かしていただけるもの
と判断し、選任をお願いするものであります。

4.当社は大槻 信夫氏が監査等委員である取締役に就任した場合、大槻 信夫氏との間で会社法
第427条第１項に基づく責任限定契約を締結する予定であります。当該契約に基づく監査等委
員である取締役の責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額となります。

以 上
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〈メ モ 欄〉



泉大津駅

正木美術館

臨海線

新浜東交差点

岸和田自動車教習所

大津川

当　社

阪
神
高
速
４
号
湾
岸
線

泉大津

岸和田北

忠岡駅

Ｎ

南
海
本
線

株主総会会場ご案内図

会場 大阪府泉北郡忠岡町新浜２丁目９番10号

当社 ６階ホール（カワサキプラザ）

電話番号（072）439-8011

交通 ◎南海本線「泉大津」駅からタクシーにご乗車ください。

「忠岡町新浜の㈱カワサキ」とご指示ください。

◎阪神高速道路４号湾岸線の岸和田北出口すぐ(駐車場有)


